






















１　国際法は，抽象的な国家の人格の理論を前提としてきた。R.Thoma, Grundriss der Allgemeine
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便宜を図って頂いたビュルテンベルガー教授に御礼申し上げる。本稿は平井教授を追悼する意
味で，平井教授の学恩にささげられる。



































６　この水平的・垂直的という表現は，C.Calliess, Auswärtige Gewalt , in Isensee・Kirchhof






























































11　Albert Haenel,Deutsches Staatsrecht ,1892, Bd.Ⅰ,S.531ff. ヘーネルは「１，国際法の統一主体
としてのライヒ ２，ライヒの国内と国外の管轄関係，３，個々の州の国際法の位置」を分けて
論じている。この時代のモール，マイヤー，ラーバントの書物でも「外交権」の記述はあった。
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13　ドイツ国法学者協会の56回大会（1997年）は，明確に「外交権のコントロール」をテーマと
していた（後述）。この時点で，国家主権をヨーロッパ化の中でいかに維持できるかの問題が
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19　Ｊ. ロック，伊藤宏之訳『全訳 統治論』柏書房，1997年，259頁。ロックの発想は国際法的立
憲主義に寄与し，ヨーロッパ化の時代は，カントの発想にあるという興味深い対比がある。I.
Ley, Kant versus Lock: Europarechtlicher und Völkerrechtlicher Kostitutionalismus im
Vergleichen ,in Zeitschrift für ausländisches öffentliches Recht und Völkerrecht 69,2009 ,S,317f.
20 モンテスキュー，野田他訳『法の精神上』岩波書店，1988年，211頁。
21　野村敬三『権力分立に関する論攷』法律文化社，1976年，44−５頁。
































































































































32 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12


































































































































































45 Zippelius/Würtenberger, Deutsches Staatsrecht , 32.Aufl.2008 , S.606.
46 Cremer,in;R.Geiger(Hrg.)Neuere Probleme der parlamentarischen Legitimation der auswärtigen
Gewalt,2003,S.31.
47 E.Wolgast,Die auswältige Gewalt des Deutschen Reiches ,AöR.Bd.44,1923 S.1ff.
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49 A.a.O. S.158-9.
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54 W.Kewenig,Auswärtige Gewalt, H.P.Schwalz(Hrg.) Handbuch der deutschen Außenpolitik,
1975 , S.39.
55 マーストリヒト判決以降の動向について，例えば，注12の石村249頁以下参照。






























































42 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12
63　著名な著作として，H.Schneider, Gerichtsfreie Hocheheitsakte,1951，がある。
64　Kay Hailbronner, Kontrolle der auswärtigen Gewalt , VVDStRL ,1996, S.13.
65 C.Müller,Die Menschenrechte als außenpolitisches Ziel, 1986 ,148f.
66 M.Nettesheim, Verfassungsbindung der auswärtigen Gewalt,in; Isensee/Kirchhof (Hrsg.) ,
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避するためにも，また，国民への公開の原則を貫徹させる為にも，ドイツの議論を
参考にして，日本における外交権立憲主義の確立を推進して行く必要が一層にある
と思われる。それが本稿のささやかな結論である。
最後に，「特定秘密保護法」の問題点について一言言及しておくことにする。同
法では，特定秘密の一つとして「外交」を挙げている。他の「防衛，特定有害活動，
テロリズムの防止」と比べると，その内容特定が極めて薄く，包括的である。確か
に，その内容を具体化する別表（第２号）において秘密とされる「外交」が例証さ
れている。ホの「外務省と在外公館との間の通信その他の外交の用に供する暗号」
を秘密とするのは，これまでの外交の端諸行為であるから秘密は当然として，他は
「国民の生命及び身体の保護」を名目にしているが，実質的には「安全保障」に関
係する事項を問題にしている。安全保障に関して一律に秘密とされてしまう恐れが
この部分からは推定される。安全保障問題を将来において拡大的に運用して行く政
策を現与党が考えているとするならば，議会に出てくる安全保障問題は，最後の決
定事項だけになってしまうのではないだろうか。
本稿は，政府による外交秘密の独占を抑制するためには，他の国家機関はどのよ
うに機能すべきかを問うてきた。「国民の見えないところで外国と交渉し取決めを
結んでしまうことの弊害を防止する必要は高い」69。その点で，特定秘密法の規定
とその運用が，外交権の国家独占を擁護する結果になってはならないと思う次第で
ある。
「外交権」の立憲主義的統制　　45
69　毛利透，注４の254頁。
